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巻 頭 言

ICT 導入による 
建設施工の生産性向上に向けて

渡　辺　和　弘

昨今，第 4 次産業革命というフレーズに触れる機会
が多くなってきた。ものづくり分野では，AI や IoT
導入による生産性革命と女性の活躍の機会の増大，こ
れらを支える人材育成と研究開発の推進が，重要な政
策課題の一つとなっている。建設分野に目を向ける
と，この 9 月に，政府の「未来投資会議」において，
第一弾として『建設現場の生産性革命』に向け，次の
方針が決定されたところである。「建設現場の生産性
を 2025 年までに 20％向上させる。そのため，3 年以
内に公共工事の現場で，施工・検査に至る建設プロセ
ス全体を 3 次元データでつなぐ新たな建設手法を導入
する。3K のイメージを払拭し多様な人材を呼び込む
ことで，人手不足も解消し中小の建設現場も劇的に変
わる。」というものである。

これに先立ち，国土交通省は，2016 年を「生産性革
命元年」と位置づけ，建設施工分野では「i-Construction」
と銘打って，トップランナーとして ICT 土工を強力
に推進してきている。この背景には，建設業従事者の
顕著な高齢化と，わが国が人口減少・少子高齢化の段
階に突入したことがある。建設業団体の試算による
と，2025 年までに 128 万人が離職し，90 万人の新規
入職を確保，35 万人分の省人化を達成する必要があ
り，そのため，若手技術者にとっての魅力の創出，女
性の進出できる環境の醸成等が急務であるとされてい
る。今まさに，『生産性革命』着手の機運が高まって
いるところである。

一方で，発注者側も，行政ニーズの多様化に伴い，
慢性的な人材不足に陥っている面は否めないといえ
る。工事の監督・検査を担うべき職員数に限界のある
中で，品質確保に向けた制度の充実による負担も高ま
り，受発注者相互の関係性からの生産性低下も大いに
危惧されている。施工技術のみならず，発注者側にお
ける監督・検査技術にも，今一層 AI や IoT を導入し，
生産性向上に寄与することが望まれている。施工者の
社内管理では既に導入されている画像共有システム等
の IoT を駆使したツールを，受発注者間の監督・検
査で活用する等の取り組みが，是非とも推進されるよ
う期待するところである。

ところで，今回の「i-Construction」の一連の施策は，
生産性向上を主たる目的とするものであり，90 年代後
半の「建設コスト縮減」の施策とは異なるものである。
生産性向上とコスト縮減とを混同することなく施策を推
進して頂きたいと考えている。一般に，生産性は，付加
価値労働生産性（＝付加価値額÷従業者数）で代表さ
れることが多く，他に，物的労働生産性（＝生産量÷従
業者数）の概念もある。付加価値労働生産性は，請負
型であり公共調達中心の土木施工の生産性の物差しと
しては，必ずしも実情を的確に表現できるとは限らない
とされているが，敢えて引用してみる。ICT 土工の導
入により，現場の多数の技能労働者が少数の技術者に
取って代わることにより，2 割の人員削減を達成できた
としても，人件費については相対的に高額な給与の技
術者の投入により，削減は困難であり，さらに IT 機器
への投資も考慮すれば，直接工事費が必ずしも減少す
るとは限らない。従って，付加価値分を含む一般管理
費も積算上は減少が見込まれ難いはずである。一方で，
現場では 2 割の人員削減が図られており，現場におけ
る一人あたりの付加価値労働生産性は確実に 2 割向上
していることとなる。生産性向上とコスト縮減は必ずし
も連動するものではない。生産性向上の取り組みにより，
建設施工現場が技術者にとって処遇面でも技術力発揮
の面からも魅力あるものとなることを期待している。

最後に，「近年，トンネル工に比べ土工の生産性向
上が相対的に遅れている」という土工関連技術者に
とって不名誉な状況があるが，戦後，他工種に先立ち
真っ先に「建設の機械化」により劇的な生産性向上を
図った工種こそが土工であり，その後，土工の成熟期
にトンネル工などの工種が追い上げる形で生産性を上
げたため前述の表現が使われたものと解している。い
ま，再び AI・IoT の導入により，土工が第 4 次産業
革命のフラッグシップを担うべき時期にさしかかって
いる。社会資本の整備の担い手であり，安全・安心な
地域の守り手である建設産業の健全なる発展のため
に，「i-Construction」施策の成就を願っている。
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